
日米関係の再定義（要約および提言）（仮訳）  

 

カルコンの発足  

 

1961年 6月、池田総理とジョン・F・ケネディ大統領は、日米関係の現状を評価する会談を

持った。両国首脳には、憂慮すべき理由があった。その前年、岸総理とアイゼンハワー大

統領による日米安全保障条約改定を受けて、東京市街で大規模な抗議行動が起こり、アイ

ゼンハワー大統領は、予定していた調印記念の訪日を断念せざるを得なかったのだ。米軍

による日本占領が終わって十年足らずのことであり、沖縄はいまだ米軍占領下にあった。

ケネディ大統領はじめ日米両国の多くの国民にとって、壮絶を極めた太平洋戦争はいまだ

記憶に新しく、大統領自身、自ら搭乗する魚雷艇が日本軍の駆逐艦に船体を引き裂かれ辛

くも死を免れた経験があった。 

 

両国の国民は、各々の未来にも不安を抱いていた。アメリカ国内では、ソ連の人工衛星ス

プートニク打ち上げや、「ミサイル・ギャップ」の論議もあって、西側はソ連に遅れをとっ

ているのではとの懸念があった。日本国民は当時、まだ米国と世界銀行の開発援助を受け

ていた。池田総理とケネディ大統領は、国民の信頼回復という大胆なビジョンを掲げて就

任した。ケネディ大統領は就任演説で、「たいまつは新しい世代に引き継がれた」という有

名な言葉を残し、1969 年までに人類を月に送ると約束した。他方、池田総理は十年で国民

所得を倍増し、1964 年の東京オリンピックで、自信を取り戻した日本の姿を示すことを誓

った。 

 

両首脳は共に、自らのビジョンに強固な日米関係が欠かせないことを理解していたが、こ

の同盟が両国国民の心の結びつきを伴わないものではと憂慮していた。政府高官は、ソ連

の投げかける脅威と日米両国の緊密な経済協力がもたらす機会を認識していたが、国民同

士は互いを知らなかった。 

 

池田総理とケネディ大統領は共同声明の中で、新たに三つの合同委員会を設立し、日米関

係の基盤を強化する方途を検討することに合意した。一つは貿易・経済問題の検討を行な

う委員会、もう一つは科学技術上の協力を促す委員会であり、残る一つは、「両国の間の文

化および教育上の協力の拡大を検討する」委員会とされた。(注) この三つ目の委員会が、

やがて日米教育文化交流会議（略称カルコン）として知られることになる。 

 

カルコンを通じて、日米の財界・教育界・芸術界のリーダーが両国政府関係者と協力し、

日米間の文化・教育分野でのつながりを拡大する機会を発掘しようと努めた。カルコンは、

両国の大学・図書館の協力、学生および全国ないしは各地で評価の高い芸術家の交流、日



本での米国研究および米国での日本研究に貢献した。両国の安全保障関係が成熟し、経済

的な結びつきが強まるにつれ、太平洋を越えた文化・教育分野のつながりが、あらゆるレ

ベルで有機的に拡大した。カルコンは、両国国民の強い連携を保つ方途の検討を続けたが、

当初の使命はおおむね達成された。両国の国民は、お互いをとても良く知り合うようにな

ったのである。 

 

新しい視点  

 

カルコン委員会は、設立以降世界的な環境に生じて来た変化を認識し、カルコン設立 50周

年が近づきつつある今日、日米関係全般における文化・教育分野の役割および今後のカル

コンに相応しい役割を、大局的な視点で新たに見直すことを決めた。 

 

文化と教育がそれ自体価値を有することに異論の余地はないが、両国間の文化・教育問題

の重要性は、日米関係全体の政治的・経済的文脈に照らしても評価する必要がある。池田

総理とケネディ大統領の会談以後、日米関係は目覚しい変化を遂げたが、その変化の前提

には、両国が共有する民主主義の伝統に立脚する日米同盟は両国の繁栄と安全保障に必要

不可欠なものだという根源的な認識が存在する。今日、米国と日本は世界第一位、第二位

の経済大国である。1980 年代の円高以降、日本は多額の対米直接投資を行なった。米国で

は当初、これを警戒する声もあったが、今では米国各州で何万人もが日本企業に雇用され、

日本企業を地域社会の貴重な一員とみなしている。米国の対日直接投資は従来、米国経済

への日本資金流入に比してはるかに規模の点で劣っていたが、その投資も増加しつつある。

あまり知られていない話だが、2006 年に米国企業は対日投資を通じ、対中投資の四倍もの

利益を上げている。 

 

政治・安全保障面でも、同じく驚くべき変化が起こっている。池田総理とケネディ大統領

は当時、「同盟」という言葉は日本で非常に問題があると思われていたため、共同宣言の中

で日米関係を「パートナーシップ」と呼ばざるを得なかった。しかしながら、日本国民は、

テロとの戦いにおけるインド洋での後方支援、および、イラクにおける人道・復興支援の

ために自衛隊を海外派遣することを支持した。G8 やアジア太平洋経済協力会議(APEC)、北

朝鮮問題をめぐる六カ国協議では、日米の外交官が、アジアと世界の平和と繁栄を促進す

るための戦略を調整している。最近の世論調査によると、米国の政策関係者の 92%が、「信

頼できる」同盟国として日本を信用していると回答した。 

 

だが、あらゆる面で日米関係の緊密化が進んだにもかかわらず、両国を取り巻く世界はそ

れ以上に急速に変化しつつある。グローバリゼーションにより、半世紀前は想像もできな

かった新たな起業機会が出現した一方、新しい経済の中で自分の居場所を確立できない先



進国・途上国の労働者は、不安を感じている。中国経済の台頭は、何億人もの人々を貧困

から救い出し、アジアの統合に寄与しているが、同時にパワーバランスの変遷のみならず、

環境・エネルギー・食品の安全性、透明性といった面でも、日米両国に新たな課題を突き

つけている。 

 

現在は、気候変動が日米の政治指導者の議論の中心になっているが、これが複数の世代に

またがる課題であることや、効果的な国際協力の仕組みの欠如により、具体的対応が遅れ

ている。世界的に貧富の差の拡大が進み、突然かつ想定外の事態として、世界の食糧供給

が脅かされているにもかかわらず、先進国の対外援助活動にはほとんど変化が見られず、

関係国政府はドーハ開発ラウンドの貿易協議妥結に向けて努力を続けている。先日の四川

省地震やミャンマーのサイクロンが人々にもたらした壊滅的な悲劇により、中国、ミャン

マー、その他の国々の無数の弱者の窮状が浮彫りにされた。これらの課題はどれも、個別

に対処できるものではない。問題の根は互いに結びついており、国際社会の協調的行動が

求められている。 

 

また以上の課題はどれも、日本や米国単独では解決できるものではない一方、国際社会に

しても、日米共同のリーダーシップなしには解決できない。けれど、日米同盟に大きな進

歩が見られ、日米関係がかつてなく強固な状態にあることは大方の認めるところではある

が、両国国民は実際、ある重要な問題をめぐり、またしても不安に捉われている――それ

は、自らの理念・価値観に基づく説得力の有効性という問題である。まさにこの分野で、

カルコンは触媒として重要な役割を果たすことができる。 

 

日本の場合、経済面で米国に追いつくという戦後の目標を達成し、現在は過渡期に突入し

ている。日本は規制緩和を進め、小さな政府への転換を図り、世界情勢の変化の文脈の中

で自らの目標を見直す過程にある。もとより、こうした変革期には、何らかの不安や方向

性の喪失が生じる。経済が活力に満ちていた時期に比べ、時代の重要な論議の中で日本の

知的・思想的リーダーの存在感は薄れている。米国の大学では中国・インド・韓国からの

留学生が急増している一方、日本人学生はかつてほど留学に積極的ではない。イギリス放

送協会(BBC)などが実施した年次世論調査によると、日本は今も世界で最も尊敬されている

国の一つだが、国際的な議題を設定する日本の能力は衰えていると見られ、世界における

日本の存在感が低下しつつあるとの懸念を呼んでいる。 

 

かたや米国では、9.11 同時多発テロ後の政策転換の影響、困難な中東情勢、サブプライム

ローン危機、ドル価値の下落などにより、国際世論における米国の地位が低下したという

国民の認識が、不安をもたらしている。実際には、東アジアの大半で米国は以前と変わら

ぬ信望を得ているが、他の地域では、米国のイメージが批判を浴びている。これに対し、



米国のシンクタンクは「スマートパワー」研究プロジェクトを立ち上げ、国務省はパブリ

ック・ディプロマシーの推進に取り組んでいる。こうした世界の中での米国の役割に対す

る認識の変化が、日米関係にも影響を与えている。 

 

日本と米国がどれだけ国際社会で知的リーダーシップを発揮し得るかは、両国間の知的交

流がどれだけ活発であるかにもよるところが大きい。日米の活発な知的交流は、国際社会

に新たなアイデアを育む手段となる。両国の交流を通じて、海外世論を形成できる国際人

が育ち、日米パートナーシップの基盤が強化される。同時に、知的交流は、両国の文化交

流からエネルギーを引き出し、教育交流を通じて次世代のリーダーを見出し、草の根協力

という幅広い基盤を足がかりにしていく。 

 

だが、両国の指導者層の知的交流について、交流自体が減っているとは言えないかも知れ

ないが、その密度が不確かなものになりつつある傾向が憂慮される。かつての競争的摩擦

の時代を通じて、密度の濃い知的交流が盛んに見られた。これに対して、昨今は大衆レベ

ルのコミュニケーションが増大しているにもかかわらず、指導者層の交流に陰りが生じて

いる傾向に、カルコンは懸念を抱いている。 

 

新たな使命  

 

このように強固なパートナーシップの反面、知的交流にほころびが見られる状況を背景に、

カルコンは日米の文化・教育交流の現状の再検討に着手した。 

 

今回の会議の準備過程で、両国の文化・教育交流のいくつもの具体的分野が明らかにされ

た。それぞれの分野について、その活動内容、相対的な強み弱みが評価され、各分野の改

善に向けた提言が出されている。カルコンがこの報告を発表するのは、各分野の専門家・

リーダー層に対し、日米関係というより大きな枠組みの一環として各々の活動の質を大幅

に高める手段に目を向けるよう、注意を喚起するためである。 

 

日米二国間関係、その世界的な意味合い、そしてカルコンにとって差し迫って何より重要

なのは、二つの分野の強化である。すなわち日本については、対米関係をはじめとする世

界の舞台において自分の意見を発信し、力量を発揮する能力を、明晰かつ見識のある次世

代のリーダーを育成することにより強化して行くことである。米国について、カルコンに

とり喫緊かつ最重要な課題は、あらゆる分野で若い世代が日本に関心を抱き、我々が直面

する多くの課題の中で日米がパートナーシップを強化することができる分野を見出せるよ

う、促すことである。 

 



2008 年は、日米修好通商条約締結から 150 周年に当たる。これはまさに、あらゆるレベル

で日米同盟の再活性化・見直しを図る絶好の機会である。さらにカルコンは、極めて重要

な意味を持つ文化・教育・知的交流の先導役としての自らの使命を、改めて確認しようと

している。こうした交流は、過去半世紀にわたり両国の関係強化をもたらしてきたし、今

後も世界的な環境の中で両国の絆をさらに強いものとするであろう。次に示す政府・一般

市民のための具体的な行動提言は、以上のような精神に基づくものである。 

 

政策提言  

 

カルコンは両国の歴史と文化の相違を尊重しつつも、日米間に共有の価値と民主主義的伝

統が存在するという明確な認識に基づき、日米関係全般に大きな意味合いを持ち好ましい

影響を及ぼすであろう数々の活動について、次の五つの提言を行う。 

1.政策対話機会の増大、両国間の有識者ネットワーク拡大、メディア交流の更なる推進を

通じ、知的交流の促進する。 

2.日米の若者の言語教育、異文化コミュニケーション能力に焦点を置いたプログラムを通

じた、米国国民の日本に対する関心、日本国民の米国に対する関心を持続的に醸成して行

く。若い世代の言語教育、教師の育成、高校・大学レベルの留学に対する投資を行なう。 

3.現存の草の根交流を一層定着させると共に、日米それぞれにおいて、従来相手国の社会

との接触が限られていた地域における交流を強化する。 

4.日米の芸術・文化交流に関わる営利・非営利両分野の多様なアクター間の、ネットワー

ク形成の支援・促進 

5.狭義の「文化・教育」を超えた交流拡大の検討。ただし、建設的なコミュニケーション

機会を生み出す分野を中心とする。 

 

以上全ての分野に関し、カルコンは具体的なプログラム支援に加え、キャパシディビルデ

ィング支援を促す。また、交流活動に携わる関係者の範囲を更に拡大することも、必要不

可欠である。日米交流の中核機関、すなわち過去 60年に及び両国の知識人・指導者層の間

に持続的な人間関係を育み深い専門知識を発展させてきた機関が、主として財政不安の増

大により、経営難に陥っていることに、カルコンは懸念を抱いている。これらの機関は総

体として、両国の文化・教育交流および知的交流を維持する上で、極めて重要なインフラ

を構成している。そのためカルコンは両国に対し、これら機関の存続に最大限の努力を払

うよう求める。両国政府は、中核となる資金の提供者として、枢要な役割を担っている。

カルコンは、これらの機関の要請により一層の注意が払われることを求める。カルコンは、

このことを両国政府に求める。さらにカルコンは、日米の民間部門、とりわけ日本の民間

部門に対し、こうした交流活動への参加と支援を CSR(企業の社会的責任)活動の一環として

盛り込むよう求める。また日本政府に対し、これら重要な中核機関を通じた民間支援の拡



大を可能にするために、税制優遇措置に柔軟性を持たせ、民間による交流活動支援を促進

するよう要請する。 

 

(注) ジョン･F・ケネディ大統領文書、池田総理との会談後の共同宣言（1961年 6月 22日）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Re-defining the Japan-US Relationship  

- Executive Summary and Recommendations -  

 

The Beginning of CULCON  

 

In June of 1961, President John F. Kennedy and Prime Minister Hayato Ikeda met to 

assess the state of the Japan-US relationship.There was reason for both leaders to 

be worried.When President Eisenhower and Prime Minister Kishi had revised the US-Japan 

Security Treaty the year before, there were massive protests in the streets of Tokyo 

which forced Eisenhower to cancel his planned visit to Japan to celebrate the new 

agreement.The US military occupation of Japan had ended less than a decade before 

and US troops still controlled the island of Okinawa.Most Americans and Japanese 

retained vivid images of their brutal war in the Pacific, including President Kennedy 

who had himself barely escaped death when a Japanese destroyer sliced his PT boat 

in half. 

 

The American and Japanese people were also uncertain of their futures.Americans were 

worried that the Soviet Union was outpacing the West after Sputnik and a 

reported"missile gap."Japanese were still receiving development assistance from the 

United States and the World Bank.Kennedy and Ikeda came to office with bold visions 

to restore the confidence of their people.Kennedy famously declared that the "torch 

has been passed to a new generation" and promised to land a man on the moon by 1969.Ikeda 

pledged that he would double Japan’s national income in a decade and showcase Japan’s 

renewed confidence at the 1964 Tokyo Olympics. 

 

Both leaders knew that their visions depended on a strong Japan-US relationship, but 

worried that the alliance had no moorings among the Japanese and American 

people.Public officialsunderstood the threats posed by the Soviet Union and the 

opportunities presented by closer bilateral economic cooperation, but the people did 

not know each other. 

 

In their joint statement, Kennedy and Ikeda agreed to establish three new joint 

committees to look at ways to strengthen the foundations of the bilateral 

relationship.One would look at trade and economic affairs, and a second at scientific 

and technological cooperation.The third would "study expanded cultural and 

educational cooperation between the two countries."(*) This committee would come to 



be known as the US-Japan Conference on Cultural and Educational Interchange, or 

"CULCON" for short. 

 

Through CULCON, leaders in business, education and the arts from both nations worked 

with officials from the two governments to identify opportunities to expand the 

cultural and education linkages between the United States and Japan.They contributed 

to the partnerships of universities and libraries in the two nations, the exchange 

of students and artists of national and local repute, and the study of the United 

States in Japan and Japan in the United States.As the two nations’ security 

relationship matured and the economies became increasingly intertwined, the 

educational and cultural linkages across the Pacific expanded organically at all 

levels.CULCON continued to deliberate on ways to keep the connection between the two 

peoples strong, but the original mission had largely been fulfilled.Citizens in the 

two countries had come to know each other much better. 

 

A Fresh Look  

 

Recognizing the changes in global circumstances/ environment that have taken place 

since its inception, the members of the committee, as CULCON approaches its 50th 

anniversary, decided to take a fresh and comprehensive look at the role of cultural 

and education affairs in the overall Japan-US relationship and the proper role for 

CULCON in the future. 

 

That there is inherent value in culture and education is beyond dispute, but the 

significance of cultural and educational affairs between nations has to be measured 

in part against the larger political and economic context of the relationship.In the 

years since Kennedy and Ikeda met, the Japan-US relationship has undergone a 

remarkable transformation, but one premised on the original understanding that our 

alliancebased on our shared democratic tradition, was indispensable to both nations’ 

security and prosperity.Today the United States and Japan are the first and second 

largest economies in the world.Massive Japanese foreign direct investment into the 

United States after the appreciation of the yen in the 1980s initially caused alarm 

for some Americans, but today thousands of people in every State of the Union are 

employed by Japanese companies and consider them a valued member of their 

communities.US foreign direct investment into Japan was always a much smaller fraction 

of the flow into the American economy from Japan, but that number has also increased 



and in 2006 American companies quietly made four times more profit from their 

investments in Japan than they did in China. 

 

On the political and security fronts the changes have been equally stunning.Ikeda 

and Kennedy had to refer to the Japan-US relationship as a "partnership" in their 

joint statement because the word "alliance" was considered too sensitive in Japan. 

Nevertheless,the Japanese public has supported the dispatch of self-defense forces 

abroad to provide logistical support in the Indian Ocean in the war against terrorism 

and humanitarian reconstruction in Iraq.In the G-8, the Asia-Pacific Economic 

Cooperation (APEC) forum, and the Six Party Talks on North Korea, American and Japanese 

diplomats coordinate strategies to enhance peace and prosperity for Asia and the 

world.In recent polls 92% of the American policy community said that they have 

confidence in Japan as a "trustworthy" ally. 

 

Yet even as the Japan-US relationship has become closer in all aspects, the world 

around the two nations has been changing at an even faster pace.Globalization has 

created new opportunities for entrepreneurship unimaginable five decades ago, but 

it has also caused anxieties for workers in developed and developing countries who 

are uncertain of their own place in the new economy.The rise of Chinese economic power 

has lifted hundreds of millions out of poverty and contributed to the integration 

of Asia, but also raised new challenges for the United States and Japan not only in 

terms of shifting balance of powers, but with respect to such matters as the 

environment, energy, food safety and transparency. 

 

Climate change now dominates the discourse of American and Japanese political leaders, 

but the multi-generational dimension of the challenge and the paucity of effective 

mechanisms for international cooperation have delayed concrete action.The gap between 

rich and poor around the world is growing, and the international food supply has 

suddenly and unexpectedly come under stress, yet foreign aid practices by the 

developed countries remain little changed and governments are working toward 

conclusion of a successful Doha Development Round of trade talks.The catastrophic 

human tragedies wrought by the recent earthquake in China and the cyclone in Myanmar 

have brought into sharp relief the plight of masses of vulnerable people in these 

and other parts of the world.None of these challenges can be dealt with in a piece-meal 

fashion; they are causally interlinked and call for concerted actions by the global 

community. 



 

Nor can any of these problems be resolved by the United States or Japan alone on the 

one hand, nor by the international community without joint leadership between the 

United States and Japan.Yet in spite of the enormous strides made in the Japan-US 

alliance and the general consensus that the relationship has never been stronger, 

the reality is that the American and Japanese people are both once again uncertain 

of themselves in one important area: the effectiveness of their capacity for 

persuasion through their ideas and values. This is where CULCON can play an important 

catalytic role. 

 

For Japan, having achieved its post war aim to catch up with the US in terms of its 

economic activities, it is now in a period of transition.It is deregulating and moving 

towards a small government.It is in the process of redefining its objectives within 

the changing global context.Inevitably, during such a period of change, there is some 

uncertainty and loss of direction.Japanese intellectuals and thought leaders have 

been less visible in the great debates of the age than they were in more dynamic 

economic times.Japanese students are less ambitious than they once were about studying 

abroad, even as the numbers of Chinese, Indian and Korean students in American 

universities are rocketing upward.Japan remains one of the most respected countries 

in the world, according to annual polling done by the British Broadcasting Corporation 

and others, yet the Japanese ability to shape the international agenda seems to be 

flagging, giving rise to the concern about its declining profile in the world.. 

 

For the United States their uncertainty derives from a public perception that America 

has lost ground in world opinion in the aftermath of policy shifts following 9/11, 

and the challenging situation in the Middle East, the sub-prime crisis, and the sliding 

value of the dollar.The truth is that in much of East Asia, the United States is as 

popular as ever, but in other parts of the world the American image has come under 

assault.In response, American think tanks have commissioned studies on "Smart Power" 

and the State Department has made efforts to enhance its public diplomacy. These 

changing perceptions of the US role in the world affect Japan-US relations as well. 

 

The ability of the United States and Japan to exercise intellectual leadership in 

the international community depends also on the health of intellectual exchange 

between our two countries.A vibrant intellectual relationship between the United 

States and Japan provides an incubator for new ideas for the international community; 



it nurtures internationalists who can shape opinion abroad; and it strengthens the 

foundation of our bilateral partnership.The intellectual relationship in turn draws 

energy from bilateral cultural linkages; finds new leaders in educational exchanges; 

and builds on the broad foundation of grass roots cooperation. 

 

CULCON finds a disturbing drift, if not decline, in the intensity of intellectual 

exchanges between persons in leadership positions in the two countries, something 

that had been a positive feature throughout the period of competitive friction.This 

decline has occurred even while communication at popular levels has increased.CULCON 

notes this trend with concern.  

 

The New Mission  

 

It is against this backdrop of strong partnership, but fraying intellectual 

stewardship, which CULCON embarked on a re-examination of the state of Japan-US 

cultural and educational exchange. 

 

In the preparatory process for this meeting, there has been identified a number of 

specific fields in Japan-US cultural and educational exchanges.Their activities, 

their relative strengths and weaknesses have been measured and recommendations are 

made for improving each field.CULCON issues this report in order to alert 

professionals and leaders in their respective fields to ways of significantly 

improving the quality of their activities as part of the greater fabric ofthe bilateral 

relationship. 

 

Of immediate and greatest importance to the relationship, to the value of that 

relationship to the world, and to CULCON is strengthening two areas:to enhance, 

through developing new generations of articulate and informed leaders, Japan’s 

ability to present itself on the world stage, especially to the United States, in 

its own voice to "punch at its weight."For the United States, the immediate task at 

hand for CULCON, and of greatest importance, is to make certain that young Americans 

across all fields are interested in Japan and able to recognize areas where the United 

States and Japan can strengthen partnership on the many challenges we face.These 

concerns are elaborated below in the following policy recommendations. 

 

The year 2008 marks the 150th anniversary of friendship between Japan and the United 



States that started with the Treaty of Amity and Commerce. This presents an excellent 

opportunity for reinvigorating and redefining our alliance at all levels.CULCON is 

also poised to reaffirm its own mission as a pathfinder for the vital intellectual, 

cultural and educational links that have made our relationship stronger over the past 

50 years and will help bind the two countries more closely in a global context. These 

concrete recommendations for action by government and private citizens are offered 

in that spirit. 

 

Policy Recommendations  

 

With a clear recognition of the shared values and democratic tradition while 

respecting differences of their heritages and cultures, CULCON submits the following 

five recommendations for activities that will have significant impact and positive 

influence on the Japan-US relationship as a whole: 

1.Promote intellectual exchange through increasing opportunities for policy dialog, 

developing networks of public intellectuals between the two countries and further 

promoting media exchanges.  

2.Continue to foster interest in Japan among Americans and interest in the United 

States among Japanese through programs that focus on language education and 

cross-cultural communications skills for young Japanese and Americans. Invest in 

language education at an early age, teacher development, and high school and 

undergraduate exchange. 

3.Solidify existing grassroots exchanges and strengthen those in areas of Japan and 

the United States that have had limited exposure to the other society. 

4.Encourage and support networking among the diverse actors involved in Japan-US arts 

and cultural exchanges in both the non-profit and commercial realms. 

5.Consider expansion of exchanges beyond "Culture and Education" in the narrow sense, 

but focusing on areas which would create opportunities for constructive 

communication. 

 

In all these areas CULCON encourages capacity building support in addition to specific 

program support.It is also essential to develop a wider set of stakeholders in exchange 

activities.CULCON notes with concern that the core institutions of Japan-US exchange, 

those institutions that have nurtured and developed the lasting personal 

relationships and deep expertise among intellectuals and leaders in both countries 

over the past sixty years, are facing difficulties maintaining their operations, due 



primarily to increased financial uncertainties.These institutions collectively 

constitute critical infrastructure for maintaining educational, cultural, and 

intellectual ties between the two nations. Thus CULCON calls on both nations to do 

their utmost to maintain them. The two governments have vital roles to play in 

providing core funding. CULCON calls for greater attention to their needs.CULCON makes 

this call to the governments.CULCON also calls on the private sectors in both countries, 

especially to the private sector in Japan to include participation and support for 

these activities as an integral part of their CSR missions.CULCON urges the Government 

of Japan to encourage private support of exchange activity through providing increased 

flexibility regarding tax incentives to allow for greater private support of exchange 

activity through these vital "core" institutions. 

 

* John F. Kennedy Presidential Papers.Joint Statement Following Discussions with 

Prime Minister Ikeda of Japan. June 22, 1961 

  


